
別紙１０ 

年代別株式保有状況とインターネット取引の口座数 

 

１．個人株主の年代別株式保有状況について 1  
 

 2021 年 11 月～2022 年 4 月の 6 か月の期間に決算期日又は中間決算期日が到来した銘柄

について、それらの銘柄の株主を、銘柄横断的に名寄せを行った結果の数値（この点が

別紙 2の 1の情報とは異なる。） 
 年齢別株式保有金額の計算において、対象の銘柄の時価は各月の月間累計を算出した時

の時価を用いている。 
 いずれも年齢不明者の情報は除いて記載及び計算 

  

 20 歳未満 20 歳代 30 歳代 40 歳代 50 歳代 60 歳代 70 歳代 80 歳以上 

人数 

（人） 
182,764 469,859 1,223,701 1,901,012 2,277,138 2,277,211 2,388,064 1,611,291 

金額 

(百万円) 
414,655 782,119 3,870,195 12,706,837 18,918,661 24,808,467 29,362,398 20,465,972 

金額/1 人 

(百万円) 
2.27 1.66 3.16 6.68 8.31 10.89 12.30 12.70 

 

２．2021 年 9 月末時点の個人株主の年代別インターネット取引口座数 2 

 

 別紙 5の 1の情報と同様 

 当該口座数は、全ての証券会社の情報を網羅的に含むものではなく、一部の証券会社の

インターネット取引口座が含まれていない。 

 

 20 歳未満 20 歳代 30 歳代 40 歳代 50 歳代 60 歳代 70 歳代 80 歳以上 

口座数 631,745 2,903,773 6,126,337 7,974,277 7,320,594 4,838,785 4,118,229 2,330,762 

-割合 1.7％ 8.0% 16.9％ 21.9％ 20.2％ 13.4％ 11.4％ 6.4％ 

有残高口座数3 262,885 1,315,230 3,152,774 4,441,405 4,460,648 3,695,503 3,030,605 1,317,135 

  -割合 1.2％ 6.1％ 14.5％ 20.5％ 20.6％ 17.0％ 14.0％ 6.1％ 

 
  

                                                      
1 株式会社証券保管振替機構作成に係る統計情報（2022 年 5 月 18 日更新）の「年齢別株主数分布状況（6か月累

計）】」及び「年齢別株式保有金額分布状況（6か月累計）」の情報を基に作成

（https://www.jasdec.com/material/statistics/） 
2 日本証券業協会の作成に係る 2021 年 12 月 8 日付け「インターネット取引に関する調査結果（2021 年 9 月末）

について」（以下「証券業協会資料」という。）の２「インターネット取引の口座数等」を基に作成

（https://www.jsda.or.jp/shiryoshitsu/toukei/files/netcyousa2021.9.pdf） 
3 「有残高口座」とは残高 1円以上の口座を意味する。 
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３．年代別の取引証券会社数 4 

 
 調査時期 2021 年 6 月 11 日～同年 7月 26日 

 サンプル数が必ずしも多くない点には留意が必要 

 「現在取引をしている証券会社」には、その時点で現に株式を保有していない証券口座

に係る証券会社も含まれる可能性がある点に留意が必要 

 

 

 

 

 
 上記の情報のうち、男女 70 歳以上の情報を切り出し、平均値を算出 

                                                      
4 日本証券業協会の作成に係る「証券投資に関する全国調査－2021 年度調査報告書（個人調査）」を基に作成。 

（https://www.jsda.or.jp/shiryoshitsu/toukei/data/2021honbun.pdf） 
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 「4～5社」は 4.5 社で計算。無回答は含めない。 

 

年代 平均値5 

70 歳代 1.33 社 

80 歳以上 1.22 社 

 

４．試算 

 

 上記 1～3 の情報を基に、70 歳以上の株主のうちインターネット取引の口座を有する者

の割合を試算 

① （a）上記 2の年代別のインターネット取引口座数のうち、実際に株式保有が認めら

れる有残高口座数を、（b）上記 3の年代別の取引証券会社数の平均値で除すことで、

（c）年代別のインターネット取引口座保有者数を試算する。 

② その上で、①の試算値を上記 1の年代別株主数で除すことで、70歳以上の株主のう

ちインターネット取引の口座を有する者の割合を試算する。 

 ただし、そもそも異なる統計情報を組み合わせているうえ、サンプル数も十分とは言い

がたいことから、試算としての精度が高いとは言えず、その評価は慎重に行うべきであ

ると考えられる。 

 また、前記のとおり、上記 2 の年代別のインターネット取引口座数は全ての証券会社が

含まれているわけではないことや、上記 3 の年代別の取引証券会社数にはその時点で現

に株式を保有していない証券口座に係る証券会社も含まれる可能性があることを踏まえ

ると、上記①で（a）÷（b）で試算される（c）年代別のインターネット取引口座保有者

数が低く見積もられる可能性がある点などには留意が必要である。 

 

（年代別インターネット取引の有残高口座数）÷（年代別の取引証券会社数の平均値）÷（年

代別株主数） 

 

70 歳代  ：  3,030,605 ÷ 1.33 ÷ 2,388,064 ≒ 0.954 ＝ 約 95.4％ 

80 歳以上：  1,317,135 ÷ 1.22 ÷ 1,611,291 ≒ 0.670 ＝ 約 67.0％  

 

 

以上 

 

 

 

                                                      
5 小数点以下第 3位を四捨五入。 


